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要　約
　ドイツをはじめとする世界各国には，特許と実用新案の二層からなる技術産業財産権制度が整備されてい
る。このような制度がある国では，実用新案の保護対象に制約のある場合もあるものの（ドイツではプロセス
とバイオテクノロジーの発明は対象から除外），発明者が技術発明を保護する手段としての選択肢が基本的に
二つ存在する。実用新案は簡便かつ迅速で安価な保護手段とみなされ，重要性のあまり高くない発明に用いら
れており，主に中小企業や国内出願人に利用されている。しかし，実用新案と特許の選択は，この二種類の知
的財産権に関する従来の認識に囚われることなく，出願人の実際のニーズに応じて決めるべき事項である。本
稿では，今日の第四次産業革命の時代にあっては，実用新案が事業の研究開発成果を適切に保護するために最
適な知的財産権であるケースが多々あることを明らかにする。並行して特許を出願する必要はなく，コスト面
でも有効である。
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1.はじめに
　実用新案制度は，特許と同様に，技術発明を保護す
る知的財産権として早くから確立され，日本やオース
トラリア，ドイツなどをはじめとする多くの国々で採
用されている。しかし，先進国の中には，アメリカや
カナダ，イギリスなどのように，このタイプの知的財
産権が利用できない国もある。ドイツの実用新案制度

は 1891 年に，特許性の厳しい要件を完全に満たさな
いような「比較的小さな発明」を保護する必要性に対
応する目的で導入された（1）。ドイツと同様に，欧州域
内および域外の数多くの国には，特許か実用新案，時
には両者をも出願人が選択できる二層構成の特許制度
が現在設けられている。国によって多少の制度の違い
はあるものの，実用新案は通常特許よりも容易かつ迅
速で安上がりの保護手段と見なされている。後段で詳
述するように，このような認識は今なお有効である。
これまでのところ実用新案はまた，既存製品の軽微な
改善や変更に相当する発明であって，商業価値がそれ
ほど高くはないものや，その寿命があまり長くないも
のを主に保護するために適すると考えられている。先
進諸国では，実用新案は特に中小企業にとっての重要
性がしばしば指摘され，主に国内の発明者が利用する
制度といわれる。このような背景から，例えば発展途
上国のイノベーションを促進する可能性が実用新案に
期待されているのも納得のゆく話である（2）。その一方
で，技術革新の著しいキーテクノロジーの IP 戦略に
おいて実用新案を単独の出願形態として利用しようと
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いう動きはほとんど見られない。
　一概に言って，特定の状況において特定の知的財産
権を出願人が選択する理由に関する実証的データはほ
とんど存在しない。表 1 にその一部を示すドイツ特許
商標庁（GPTO）が公表したドイツの実用新案および
特許に関する最新の統計データ（3）を見ると，上述した
ような従来の認識を裏付けるデータはその一部に過ぎ
ない。確かに，実用新案の出願総数は，特許の出願総
数を大幅に下回っている。しかし，かなりの数の実用
新案が，装置・機械・工具・日常技術品・道具などの
従来一般的な技術分野以外で出願されている。機械工
学分野は，出願数の割合が実用新案（35.9％，2020 年）
と特許（41.8％，2020 年）でほぼ同じである。そして
出願登録された実用新案の 13％は電気，12％が光学，
7.4％が化学である。さらに，国内出願人の比率は，
特許（68％，2020 年）と比較して，実用新案（72％，
2020 年）の方がいくらか高くなっている。欧州域外
でドイツ実用新案の出願数が最も多い四ヵ国を見る
と，興味深い傾向が見て取れる。2017 年から 2020 年
にかけてアメリカの出願数が三分の一に減り，台湾か
らの出願は 33％の減少となっているのに対して，同
期間に日本からの出願は大幅に増加し，中国からの出
願数は倍近くになった。後者の両国がドイツ実用新案
を今日の IP として魅力あるものと考えているのは明
白である。また，ドイツ国内の出願数が特許（－8.5％）
と実用新案（－7.4％）のいずれにおいても 2017 年か
ら 2020 年までの期間中に減少していることもわかる。
これが新型コロナの世界的流行による影響と言えるの
は昨年についてのみである。同時期の欧州特許出願総
数は，2017 年（165,590 件）から 2019 年（181,532 件）
へと大幅な増加となっており，2020 年（180,250 件）
は僅か 0.7％の減少で前年水準をほぼ維持している。

後述するが，短期の保護を目指し，対象国の選択が
マッチするのであれば，欧州特許出願とその後の国内
特許権化よりも，複数の国で実用新案を出願する方が
費用の面でかなりの魅力があると言って良いだろう。

2�.製品ライフサイクルの短期化とその知財への
影響

　ここ十年来の急速なデジタル化によって，社会全体
が，そして産業界はことさらに根本的な変化に直面
し，その状況は今も続いている。労働の世界を大きく
変えるインダストリー 4.0（訳注1）が，モノのインター
ネット（IoT）とも相俟って，製品ライフサイクルの
大幅な短期化をもたらした（4）。企業ポートフォリオに
長年君臨し続ける “ドル箱” のロングセラー製品がも
はや過去のものとなった経済セクターは次第に増えて
いる。新製品を開発し商品化する速度が遅ければ，商
品を発売した時には既に競合に遅れを取っている事態
になりかねない。新製品投入が加速化している代表的
な例は，スマートフォンやコンピュータ，家電などの
電気機器分野と自動車業界だが，速度が増しているの
は機械工学・プラントエンジニアリング，化粧品，農
薬等も同様である。先進諸国では，例えば平均的な自
動車のモデルライフがここ十年で八年間から四年間に
ほぼ半減している（5）。勿論，ライフサイクルの短縮が，
初代パソコンが登場した時のようなイノベーションの
飛躍的前進を必ずしも意味するわけではないが，短期
間で新製品を発表することが今や多数の企業のマーケ
ティング戦略の一部となっている（6）。
　上述の状況が知財管理に影響を及ぼすのは必至であ
り，それは大企業も中小企業も変わりがない。技術の
利用可能期間が短くなれば，模倣してもその利益は少
なくなり，営業秘密が漏洩する恐れも減少すると考え

表 1　2017 年と 2020 年のドイツ国内実用新案・特許出願件数

出願総件数 国内出願人 国外出願人

実用新案

2020 2017 2020 2017 2020 2017

12,323 13,301
8,897

（＝72％）
9,481

（＝71％）

3,426
CN: 1,052

TW: 403
US: 347
JP: 179

3,820
CN: 555
TW: 602

US: 1,019
JP: 103

特許
2020 2017 2020 2017 2020 2017

62,105 67,905
42,249

（＝68％）
46,633

（＝69％）
19,856 21,272

（独国内出願および PCT 国内段階）
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るなら，製品サイクルの短縮が知的財産権取得より
も，営業秘密の重視につながるはずとの推測も成り立
つであろう。ある興味深い分析（7）によれば，特定の条
件下ではまさにその逆が起きており，製品サイクルの
短縮が特許出願を増やすインセンティブを生む可能性
があるという。特許出願活動強化の裏にあるのは，一
つの企業が特許出願数を増やした場合，他社も同じ行
動に出るのがしごく当然の反応であるというメカニズ
ムである。そうしないと，一社の大量特許取得によっ
て，他社企業は市場から排除されてしまうか，利益が
大きく目減りすることになろう。大量の出願には，ま
だ完全に練り切れていないが，将来成功の見込みがあ
るアイデアが多数出願されることになるという効果が
伴う。このモデルには，いわゆる “特許の藪（patent 
thickets）（8）” の形成につながる危険もあり，ライセン
シングによってこのような詰まるところ破壊的なもの
でしかない競争を制御しようとしている。
　以上の状況に照らし，筆者の見解では，審査済みの
特許権を取得しても，短期製品サイクルの時代にあっ
ては自社の競争力を維持するには意味がない場合も多
いという理由を以下説明する。即ち，権利有効性の実
体審査なしで登録される実用新案の方が選択肢として
勝る場合があるのである。

3�.製品ライフサイクル短縮化時代における実用
新案のメリット－ドイツの例

　製品が短命の時代にあっては，所有権として実用新
案が持つ性格が有利となる可能性がある。これは，
2018 年にユバスキュラ大学（フィンランド），ハッセ
ルト大学（ベルギー），ベルリン工科大学（ドイツ）
が発表した，ドイツの二層構成特許制度における実用
新案の利用状況に関する最近の研究（9）で得られた結果
でもある。製品のライフサイクルが短いことで，実用
新案が利用される可能性が高まることがわかってい
る。以下，実用新案が単に “小さな” 発明の出願人の
ためのものではなく，戦略上の選択肢としてあらゆる
知財管理体制に有効である理由の概要をまとめる。

迅速な保護
　ドイツの実用新案の特長は，登録および権利として
完全に行使可能となるまでの期間が 2～4 ヶ月と短い
点である。実用新案は未審査の知的財産権であるの
で，登録手続に新規性・進歩性・産業利用性などの審

査は必要ない。請求の範囲となっている主題が保護対
象から除外されておらず，出願書類に不備がないな
ど，一定の方式要件が満たされていれば，実用新案は
登録される。登録によって，実用新案の所有者はその
発明の保護を享受し，該当の発明を実施する第三者に
対して権利行使が可能となる（ドイツ実用新案法 11
条）。特許権者がこのように強力な排除権を得られる
のは，場合によっては長期に亘ることもある特許性審
査を経て特許査定に至ってからのことである。但し，
実用新案には有効性審査がないことから，実用新案無
効の主張が奏功し，その結果実用新案が取り消される
リスクも大きくなる点に留意する必要がある。このリ
スクを最小限に抑えるには，ドイツ特許商標庁に先行
技術文献調査請求を行う可能性がある。この請求は出
願時に行っても良いし，実用新案の存続期間中であれ
ば随時可能で，料金も 250 ユーロと実に手頃である。
請求を受けたドイツ特許庁（訳注2）は，新規性に係る先
行文献を特定し，請求の範囲となっている主題に進歩
性があるかどうかを判定する。
　製品寿命短縮時代の企業競争力強化には，知的財産
権が間違いなく法的に有効であることが重要ではない
ことも少なくない。多くの場合，特許ないし実用新案
を出願する主な目的が先行文献の創出や，競合より先
に発明の有効出願日を成立させることにあり，その発
明が保護要件を満たしているかどうかの問題は二の次
である。未審査の知的財産権に伴う法的不安定性は受
け入れる余地があり，返ってそれが有利となることも
考えられる。保護期間が特許存続期間の半分でしかな
い 10 年間である点についても同様である。実用新案
が知的財産権として最適な選択肢となるのは，長期の
保護を要さない場合が主である。特許審査手続が完了
するよりも早く，次世代の製品が登場するのであれ
ば，実用新案の保護期間が特許よりも短くても問題に
はならなくなる。国によって 6 年～15 年（ドイツは
10 年間）と定められている保護期間でまったく十分
である。

費用の安さ
　ドイツ実用新案の取得および維持にかかる料金は特
許よりも安い。但し，表 2 の料金比較を見るとわかる
ように，劇的な差違があるわけではない。これは，特
許と実用新案で条件をほぼ同等にして，例えば特許を
十年間維持する場合と，先行技術文献調査請求を行っ
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た場合の実用新案とを比較するとさらによくわかる。
しかし，特許の場合には審査段階の通知への対応な
ど，さらなる費用が生じる可能性がある。

保護の対象
　ドイツの実用新案は，プロセス（11）およびバイオテ
クノロジーの発明（12）を除いて，すべての技術発明を
保護の対象としている。重要性の高い発明の多くは物
質的な性格のものであることから，このような実用新
案の制約を受けることはない。さらに，医学的適用

（第一および第二の医薬用途）（13）を対象とする請求項
も保護対象となる。用途クレームも，それが化合物や
製品の物性に関するものであれば（14）（例えば化合物の
半導体材料としての使用など）同様である。保護対象
としては，機械装置，化学物質および組成物（15），食
品・飲料，医薬品，化粧品，洗浄剤，回路，開閉装置

モジュール，チップ，微生物から得られる生成物など
が挙げられる。また，プロセスの侵害を立証するより
も，物質クレームや製品クレームの方が，侵害の疑わ
れる製品を解析することによる侵害の立証が容易で
ある。

出願言語の制約なし
　ドイツ実用新案の出願はドイツ語以外の言語でも可
能である（16）。これは第一国出願である場合も該当し，
外国語で出願された第一国出願の優先権を主張する出
願に限られない。この場合には，出願人は出願から
3 ヶ月以内に翻訳を提出しなくてはならず，翻訳の提
出がない場合には出願は取り下げられたものとみなさ
れる。出願を提出できる言語に関する規定はない。い
ずれにせよ，世界各国の公用語であれば問題はない。
開示内容の判断基準となるのは出願書類であり，翻訳

表 2　ドイツの実用新案 vs 特許コスト比較（10）

実用新案 特許

出願料・オンライン出願
（クレーム料なし）

€ 30
出願料・オンライン出願

（クレーム 10 項含）
€ 40

調査請求（任意） € 250
審査請求

（調査を含む）
€ 350

4～6 年次登録維持料 € 210 年金（3 年次） € 70

7～8 年次登録維持料 € 350 年金（4～19 年次毎年増加） € 90～1,760

9～10 年次登録維持料 € 530 年金（20 年次） € 1,940

合計（調査なし）
（調査あり）

€ 1,120
€ 1,370

合計
（特許維持 10 年）

€ 13,560
（€ 1,810）

表 3　ドイツの実用新案・特許比較（19）

実用新案 特許

新規性・進歩性の実体審査なしで登録
特許性審査

（新規性・進歩性・産業利用性）

登録までの期間は通常 3～4 ヶ月
（2020 年平均 4.2 ヶ月）

特許査定までの期間は数年間（2020 年では審査請求
から特許査定まで平均 3.0 年）

プロセスとバイオテクノロジーの発明を除く
技術的発明が対象

すべての技術的発明が保護対象

保護期間 10 年 保護期間 20 年

公告後は行使可能 （完全に）行使可能となるのは査定登録後

先行技術：
－すべての（書面）公開情報（全世界）
－ドイツ国内の公然実施

先行技術：
－すべての公開情報（書面・口頭・全世界）
－すべての公然実施

自らの公開・実施に対する 6 ヶ月のグレース
ピリオド

グレースピリオドなし

登録後に公告（請求により出願後 15 ヶ月ま
で延期）

出願日／優先日から 18 ヶ月後に公開
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ではない。この規定は，ドイツ国外の出願人にとっ
て，ドイツの実用新案が迅速に出願しやすくなる。同
様の規定がある国は多く，例えばフランスでは仏特許
庁からの通知受領から 2 ヶ月以内に翻訳を提出する必
要がある。

グレースピリオド
　ドイツの制度では，特許にはない 6 ヶ月のグレース
ピリオドが実用新案にはあり，その期間中の発明者自
身による開示は考慮されない（17）。これは，分岐（18）さ
れた実用新案出願にも適用される。グレースピリオド
は優先権主張と累積可能であり，先の特許出願に基づ
く優先権主張でも構わない。実用新案の分岐元となる
特許出願がそれ自体優先権を主張している場合，その
優先権基礎出願の出願日から遡って 6 ヶ月前からグ
レースピリオドは始まる。即ち，第一国特許出願以前
に発明を公開しても，その出願日から 6 ヶ月前までの

間であれば，分枝実用新案出願の先行技術とはみなさ
れない。

4.EU加盟国の実用新案制度紹介
　特許制度は欧州各国に整備されており，例外は恐ら
くバチカン市国ぐらいであろう。また，ヨーロッパで
実用新案の出願制度がある国も，ドイツの他多数にの
ぼり，アルバニア，オーストリア，ブルガリア，チェ
コ，デンマーク，フィンランド，フランス，ギリシャ，
ハンガリー，アイルランド，イタリア，ポーランド，
ポルトガル，スロバキア，スペインなどが含まれる。
　また，PCT 加盟国 80ヵ国以上で，PCT 国際出願
による実用新案の保護も利用可能であり，各国の特許
庁が発行する国内実用新案か，アフリカ広域知的財産
権機関（ARIPO）の地域官庁またはアフリカ知的財
産権機関（OAPI）発行の実用新案となる（20）。
　次に，EU 加盟国のいくつかについて実用新案制度

表 4　オーストリア

UM 保護期間上限 出願日から 10 年間（月末）

UM 登録までの期間
平均 11 ヶ月

（有料早期手続あり）

UM 保護対象となる発明の技術分野／種類で自
国特許法よりも限定された項目

なし

UM 保護対象となる発明の技術分野／種類で自
国特許法よりも拡大された項目

あり：
動物の手術方法・治療方法・診断方法

グレースピリオド あり，6 ヶ月

特許庁による（予備）審査／調査レポートの可
能性

調査レポート必須，費用は出願料に含まれる

UM 保護の公定料金（10 年間維持）
調査・出願料：€ 186
公開料：€ 135
4～10 年次まで毎年更新料：合計＝€ 1,982

UM ＝実用新案

表 5　フランス

UM 保護期間上限 10 年間

UM 登録までの期間 約 21 ヶ月以内

UM 保護対象となる発明の技術分野／種類で自
国特許法よりも限定された項目

なし

UM 保護対象となる発明の技術分野／種類で自
国特許法よりも拡大された項目

なし

グレースピリオド なし

特許庁による（予備）審査／調査レポートの可
能性

侵害訴訟では仏特許庁に先行技術調査を請求する
必要あり

各種料金
出願料：小団体€ 13，大団体€ 26
クレーム料：第 11 項から一クレーム€ 21（小団
体）・€ 42（大団体）
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の特徴をリストとして整理する（表 4～7 参照）。詳細
な情報は，2015 年に欧州委員会の委託により作成さ
れた，EU 加盟国の実用新案法制が経済に及ぼす影響
に関する調査報告（21）に記載されている。例えば，各
国の法的・政治的特徴を比較した概況解説や，調査報
告の主眼となっている実用新案制度がイノベーション
に与える影響に関する内容が，今なお興味深い。
　表 8 は，受理官庁（RO）に提出した出願の EP 地
域段階で，国際調査報告（ISR）の作成が EPO でも
なく，EP 地域段階で調査料金割引対象となる国際調
査機関（ISA）でもない場合（例えば，日本国特許庁

に提出された国際出願）の費用をまとめたものであ
る。EPO 以外に提出された第一国出願の優先権を主
張する EP 出願にも同じ料金が適用される。
　欧州特許出願では，クレーム 16 項目以降の一項ご
とに課されるクレーム料，即ち 50 項までは一項 245
ユーロ，51 項目からは一項 610 ユーロなどの追加料
金がかかる場合がある。優先権を主張する国際出願に
由来する EP 出願の場合は，第三年次の更新手数料の
支払は EP 段階移行の 6 ヶ月後となる。次の表 9 には，
3 年次から 10 年次の欧州特許出願更新料をまとめた。
EP 地域段階移行費用と 3 年次～5 年次の更新料だけ
で，オーストリア・ドイツ・スペイン・フランス・イ
タリアで実用新案を 10 年間維持する総費用を既に上
回っている。欧州特許の査定登録後は，年金支払先が
該当特許をバリデーション（有効化）した各国の特許
庁に変わる。その年金は，相当する実用新案更新料と
比べ，例外なく明らかに高い。
　また，EPO が国際調査機関（ISA）となっていな
い EP 地域段階出願（日本の PCT 出願等）には，補

表 6　イタリア

UM 保護期間上限 10 年間

UM 登録までの期間
出願日から 24 ヶ月以内。伊特許庁は方式要件審
査しか行わない。実用新案無効の主張は侵害訴訟
の抗弁として行う。

UM 保護対象となる発明の技術分野／種類で自
国特許法よりも限定された項目

物理的形態要件，プロセス・バイオテクノロ
ジー・電子の発明は保護対象外

UM 保護対象となる発明の技術分野／種類で自
国特許法よりも拡大された項目

なし

グレースピリオド なし

特許庁による（予備）審査／調査レポートの可
能性

なし

UM 保護の公定料金（10 年間維持）
基本料金€ 50＋後半 5 年の更新料€ 500（6～10
年次）

表 7　スペイン

UM 保護期間上限 10 年間

UM 登録までの期間 6 ヶ月

UM 保護対象となる発明の技術分野／種類で自
国特許法よりも限定された項目

物理的形態要件，プロセス・方法は保護対象外

UM 保護対象となる発明の技術分野／種類で自
国特許法よりも拡大された項目

なし

グレースピリオド なし

特許庁による（予備）審査／調査レポートの可
能性

なし

UM 保護の公定料金（10 年間維持） 基本料金€ 74.92＋更新料€ 581

表 8　EP地域段階移行時に生じる費用（ユーロ）（22）

料金項目 公定料金

出願料 125

調査料 1,350

審査料 1,700

指定料（全締約国） 610

合計 3,785
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充欧州調査が行われる。2018 年 4 月 1 日以降は，そ
れまで料金の割引が適用されていた日本・米国・中
国・オーストラリア・ロシア・韓国の特許庁が国際調
査報告を作成した場合の欧州調査料割引がなくなって
いる（23）。

5.まとめ
　ドイツをはじめ，二層構成の特許制度を有する国々
の多くでは，多くの技術発明に対して，特許出願と実
用新案という保護の選択肢が発明者にある。実用新案
は，長期の保護を要さない場合に最適な知的財産権の
選択肢であり，これは技術革新が著しい技術分野の重
要な発明も然りである。製品ライフサイクルの短期化
が著しい時代にあっては，国によって 6 年から 15 年
と定められた保護期間があればまったく不足はない。
さらに，複数の国で並行して実用新案を登録しても，
EP 出願を後に同じ国で国内権利化することを考えれ
ば，大幅な費用節減となる。よって，技術革新の著し
いキーテクノロジーの IP 戦略において，実用新案は
特許に代わる単独の出願形態として検討の価値が
ある。 （翻訳：井上英巳）

（注）
（1）訳注：ドイツで提唱されたインダストリー 4.0 は，別称第

四次産業革命とも呼ばれ，サプライチェーンを通じたデジタ
ル統合が進むことにより，製品開発・設計から製造・販売，
さらには IoT を通じて製品の製造・使用状況，保守・管理
に亘るまでのデータがリアルタイムで利用可能となり，その
ビッグデータが設計に反映される形で製品ライフサイクルが
短縮されると共に，顧客の注文データが直接製造ラインに供
給されることによる個別製造が可能となって製品の多様化も
進む。インダストリー 4.0 構想の詳細については，本稿訳者
が JETRO の依頼により和訳したドイツ産業界の「インダス
トリー 4.0 実現戦略」を参照されたい。https://www.jetro.

go.jp/world/reports/2015/01/c982b4b54247ac1b.html
（2）訳注：ドイツ特許庁の正式名称はドイツ特許商標庁（Deutsche 

Patent- und Markenamt（DPMA）/German Patent and 
Trademark Office（GPTO））であるが，ドイツ国内で一般に
はドイツ特許庁として知られている。
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